
消費税「減税」の財源は… 

「国債発行」で大丈夫？ 
  
 消費税「減税」の財源について、「国債を発行すれ

ばいい」という意見があります。しかし、国債は国の

借金です。2025年度予算で国債の利払費は10兆円を超

え、軍事費を上回っています。国債利払費と軍事費が

物価上昇率を上回る一方で、社会保障費や中小企業対

策費は物価上昇を下回り「実質削減」状態です。 

 これ以上国債を発行すれば、利払費がさらに増えま

す。国債を増発しなくても日銀が金利を引き上げるだ

けで利払費は増えます。 

 国の財政も商売も「借金頼み」でいいはずはありま

せん。国債（国の借金）に頼らない財源づくりが必要

ではないでしょうか。 
 

借金に頼らない財源 あります！ 
（裏面をご覧ください） 

 食料品がゼロ％になれば、食料品の卸売業者や小売店は、仕入

にかかる消費税負担が軽くなります。しかし、効果は限定的で

す。例えば、ペットボトルの水の場合、中身の水は消費税ゼロ％

ですが、ボトル容器や運送費の消費税は10％のままだからです。 

 食材を仕入れる飲食店でさえ、効果がないため、値下げは困

難。建設、製造、サービスなどの業種への効果もほぼ「ゼロ」。

物価高対策というなら、減税効果が大きい「5％への引き下げ」が

一番です。単一税率になれば、「複数税率の下での正確な消費税

税納税のため」というインボイス実施の口実もなくなります。 



国債（国の借金）に頼らない消費税「減税」の財源は… 

大企業･富裕層の「優遇」をやめればＯＫ！ 

 消費税「減税」の財源は国債に頼らなくても、

不公平な税制を正せば賄えます。 

 法人税は、租税特別措置など大企業を優遇する

税制があり、大企業の法人税実質負担率は中小企

業の半分です。株の配当や譲渡益にかかる所得税

は他の所得と分離して一律15％（地方税5％）の税

率が適用されるため、株で大儲けしている富裕層

は、所得が1億円を超えると所得税負担率が下がり

ます（1億円の壁）。2025年度予算に計上された消

費税収は24.9兆円。本気で不公平な税制を正せ

ば、消費税の5％減税どころか廃止も可能です。 


